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博報堂 確定給付企業年金規約（案） 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この確定給付企業年金（以下「本制度」という。）は、確定給付企業年金法（平

成１３年法律第５０号。以下「法」という。）に基づき、本制度の受給権者（本制度の

給付を受ける権利を有する者をいう。以下同じ。）の老齢又は死亡についてこの規約の

内容に基づく給付を行い、もって公的年金の給付と相まって受給権者及びその遺族の

生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 

（事業主の名称及び住所並びに実施事業所の名称及び所在地） 

第２条 本制度を実施する厚生年金適用事業所（以下「実施事業所」という。）の事業主

（以下「事業主」という。）の名称及び住所は、次の表に掲げるとおりとする。 

名     称 住     所 

株式会社博報堂 東京都港区赤坂５丁目３番１号 

株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ 東京都港区赤坂５丁目３番１号 

株式会社博報堂プロダクツ 東京都江東区豊洲５丁目６番１５号 

株式会社博報堂ＤＹトータルサポート 東京都千代田区平河町 1 丁目４番５号 

博報堂健康保険組合 東京都千代田区平河町 1 丁目４番５号 

博報堂企業年金基金 東京都千代田区平河町 1 丁目４番５号 

２ 実施事業所の名称及び所在地は、次の表に掲げるとおりとする。 

名     称 所  在  地 

株式会社博報堂 東京都港区赤坂５－３－１ 

株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ 東京都港区赤坂５－３－１ 

株式会社博報堂プロダクツ 東京都江東区豊洲５－６－１５ 

株式会社博報堂ＤＹトータルサポート 東京都千代田区平河町 1－４－５ 

博報堂健康保険組合 東京都千代田区平河町 1－４－５ 

博報堂企業年金基金 東京都千代田区平河町 1－４－５ 
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第２章 掛金 

 

（掛金） 

第３条 事業主は、給付に関する事業に要する費用に充てるため、毎月、掛金を拠出す

る。 

 

（特別掛金） 

第４条 掛金のうち、特別掛金の額は、０円とする。 

 

（掛金の負担割合） 

第５条 事業主は、掛金の全額を負担する。 

 

（掛金の納付） 

第６条 事業主は、毎月の掛金を翌月末日（資産管理運用機関（第１１条第１項の規定

により締結した契約の相手方をいう。以下同じ。）の休業日である場合には前営業日）

までに資産管理運用機関に納付する。 

 

（財政再計算） 

第７条 事業主は、将来にわたって財政の均衡を保つことができるように、５年ごとに、

掛金の額を再計算した結果に基づく掛金を適用しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業主は、確定給付企業年金法施行規則（平成１４年厚

生労働省令第２２号。以下「規則」という。）第５０条各号に定める場合には、速やか

に、掛金の額を再計算する。 

 

（積立金の額の評価） 

第８条 本制度の掛金の額を計算する場合の積立金の額は、時価により評価する。 
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第３章 積立金の積立て 

 

（継続基準の財政検証） 

第９条 事業主は、毎事業年度の決算において、前条の規定により評価した積立金の額

が、責任準備金の額（法第６０条第２項に規定する責任準備金の額をいう。以下同じ。）

から許容繰越不足金の額を控除した額を下回る場合には、当該事業年度の末日を計算

基準日として掛金の額を再計算する。 

２ 前項の許容繰越不足金の額は、責任準備金の額に１００分の１５を乗じて得た額と

する。 

３ 第１項の規定による再計算の結果に基づく掛金の額は、遅くとも当該事業年度の

翌々事業年度の初日までに適用する。 

 

（非継続基準の財政検証） 

第１０条 事業主は、毎事業年度の決算において、時価で評価した積立金の額が、最低

積立基準額を下回る場合には、規則第５８条の規定により必要な額を翌々事業年度か

ら特例掛金として拠出する。 

２ 前項の最低積立基準額は、受給権者の当該事業年度の末日（以下この条において「基

準日」という。）における給付（以下「最低保全給付」という。）の額の合計額の現価

とする。 

３ 前項の最低保全給付は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定めるもの

とする。 

(1) 基準日において、年金給付の支給を受けている者 

当該年金給付 

(2) 基準日において、老齢給付金の支給要件のうち老齢給付金支給開始要件以外の要

件を満たす者 

その者が老齢給付金支給開始要件を満たしたときに年金として支給される老齢給

付金 
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第４章 積立金の運用 
 

（事業主の積立金の管理及び運用に関する契約） 

第１１条 事業主は、法第６５条第１項の規定に基づき、次の各号に掲げる契約を締結

する。 

(1) 信託会社又は信託業務を営む金融機関を相手方とする信託の契約  

(2) 生命保険会社を相手方とする生命保険の契約（以下「生命保険契約」という。） 

２ 前項第１号に規定する信託の契約は、確定給付企業年金法施行令（平成１３年政令

第４２４号。以下「令」という。）第３８条第１項第１号及び規則第６８条に規定する

もののほか、受益者に支払うべき支払金が、受給権者又はこれらの者の遺族が、この

規約に定める給付を受けるための要件を満たしたときに支払われることを内容とする

ものでなければならない。 

３ 事業主は、法第６５条第２項の規定に基づき、第１項第１号に規定する信託の契約

に係る信託財産の運用に関して、金融商品取引業者と投資一任契約を締結できる。こ

の場合における信託の契約（以下「年金特定信託契約」という。）は、令第３８条第１

項第２号に該当するものでなければならない。 

４ 第１項第２号に規定する生命保険契約は、令第３８条第２項並びに規則第６９条及

び第７０条に規定するもののほか、保険金受取人に払うべき支払金の支給が、受給権

者又はこれらの者の遺族が、この規約に定める給付を受けるための要件を満たしたと

きに支払われることを内容とするものでなければならない。 

５ 第３項に規定する投資一任契約は、令第３９条の規定に適合するものでなければな

らない。 

６ 資産管理運用機関が欠けることとなるときは、事業主は、別に第１項各号に掲げる

契約の相手方となるべき者を定めて、同項各号に掲げるいずれかの契約を締結しなけ

ればならない。 

 

（資産管理運用機関及び金融商品取引業者） 

第１２条 資産管理運用機関及び金融商品取引業者の名称及び住所は、次の表に掲げる

とおりとする。 

契 約 の 種 別 名  称 住  所 

年金信託契約 みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

年金信託契約 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号 

生命保険契約 住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７－１８－２４ 

生命保険契約 第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－１３－１ 

生命保険契約 日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３－５－１

２ 

生命保険契約 明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１

号 

投資一任契約 ＪＰモルガン・アセット・マネジ

メント株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目７番３

号東京ビルディング 
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投資一任契約 アセットマネジメントＯｎｅ株式

会社 

京都千代田区丸の内１－８－２鉃鋼

ビルディング 

投資一任契約 ニッセイ アセット マネジメント

株式会社 

東京都千代田区丸の内１－６－６日

本生命丸の内ビル 

年金特定信託契約 みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 

（運用管理規程） 

第１３条 第１１条第１項各号に掲げる契約及び同条第３項に規定する投資一任契約に

係る次の各号の事項は、運用管理規程に定めるものとする。 

(1) 契約に係る掛金の払込の割合 

(2) 契約に係る給付費等の負担の割合 

(3) 掛金の払込及び給付費等の負担の取りまとめを行う資産管理運用機関 

(4) 資産の額の変更の手続 

２ 運用管理規程の策定及び変更は、実施事業所に使用される厚生年金保険の被保険者

（法第２条第３項に規定する厚生年金保険の被保険者をいう。以下同じ。）の過半数で

組織する労働組合があるときは当該労働組合、当該厚生年金保険の被保険者の過半数

で組織する労働組合がないときは当該厚生年金保険の被保険者の過半数を代表する者

（以下この条において「労働組合等」という。）の同意を得て、事業主が行う。 

３ 前項の規定にかかわらず、積立金の安全かつ効率的な運用のために必要と認められ

る場合には、事業主は、前項に規定する労働組合等の同意を得ずに、運用管理規程を

変更することができる。 

４ 事業主は、前項の規定による運用管理規程の変更をしたときは、速やかに、労働組

合等に報告し、その同意を得なければならない。 

５ 前２項に規定する手続による運用管理規程の変更は、運用管理規程において、あら

かじめ、当該手続により運用管理規程の変更をすることができることが定められてい

る場合に限りすることができる。 

 

（積立金の運用） 

第１４条 事業主は、積立金の運用を安全かつ効率的に行わなければならない。 

 

（運用の基本方針及び運用指針） 

第１５条 事業主は、積立金の運用に関して、運用の目的その他規則第８３条第１項各

号に掲げる事項を記載した基本方針（以下「基本方針」という。）を作成し、当該基本

方針に沿って運用しなければならない。 

２ 基本方針は、法令に反するものであってはならない。 

３ 事業主は、基本方針と整合的な運用指針を作成し、これを資産管理運用機関及び第

１１条第３項の規定により投資一任契約を締結した金融商品取引業者に交付しなけれ

ばならない。ただし、生命保険の契約であって、当該契約の全部において保険業法（平

成７年法律第１０５号）第１１６条第１項に規定する責任準備金の計算の基礎となる

予定利率が定められたものの相手方については、この限りでない。 

 



 

 6 

（分散投資義務） 

第１６条 事業主は、積立金を特定の運用方法に集中しない方法により運用するよう努

めなければならない。 
 

（政策的資産構成割合） 

第１７条 事業主は、長期にわたり維持すべき資産の構成割合を適切な方法により定め

なければならない。 

２ 事業主は、事業主に使用され、その事務に従事する者として、前項の資産の構成割

合の決定及び維持に関し、専門的知識及び経験を有する者を置くよう努めなければな

らない。 

 

（資産の状況の確認） 

第１８条 事業主は、毎事業年度の末日において、第１１条第１項及び第３項の規定に

よる運用に係る資産を時価により評価し、その構成割合を確認しなければならない。 

 

（資産管理運用契約に基づく権利の譲渡等の禁止） 

第１９条 事業主は、資産管理運用契約（第１１条第１項の規定により締結される同項

各号に掲げる契約又は同条第３項の規定により締結される投資一任契約をいう。）に基

づく権利を譲り渡し、又は担保に供してはならない。 
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第５章 終了及び清算 

 

（制度の終了） 

第２０条 本制度は、次の各号のいずれかに該当するに至った場合に終了する。 

(1) 法第８４条第１項の規定による承認があったとき。 

(2) 法第８６条の規定により規約の承認の効力が失われたとき。 

(3) 法第１０２条第３項又は第６項の規定により規約の承認が取り消されたとき。 

２ 事業主は、前項第１号の承認を受けたときは、遅滞なく、同号の承認を受けた旨を

実施事業所に使用される厚生年金保険の被保険者に周知させなければならない。 

 

（終了時の掛金の一括拠出） 

第２１条 本制度が終了する場合において、当該終了する日における積立金の額が、当

該終了する日を事業年度の末日とみなして算定した最低積立基準額を下回るときは、

事業主は、当該下回る額を、掛金として一括して拠出する。 

２ 前項の掛金は、本制度が終了する日における積立金の額が最低積立基準額を下回る

額に各事業主に係る最低積立基準額を本制度の最低積立基準額で除して得た率を乗じ

て得た額を、各事業主が負担するものとする。 

 

（支給義務の消滅） 

第２２条 事業主は、本制度が終了したときは、本制度の受給権者に係る給付の支給に

関する義務を免れる。ただし、終了した日までに支給すべきであった給付でまだ支給

していないものの支給に関する義務については、この限りでない。 

 

（清算人） 

第２３条 本制度の清算人は、本制度が終了したときに、事業主（事業主が法第８６条

第２号に該当したことにより本制度が終了した場合にあっては合併後存続する法人又

は合併により設立された法人）が選任した者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合には、厚生労働大臣が清算人を選

任する。 

(1) 前項の規定により清算人となる者がないとき。 

(2) 本制度が第２０条第１項第３号の規定により終了したとき。 

(3) 清算人が欠けたため損害を生ずるおそれがあるとき。 

３ 清算人の職務の執行に要する費用は、事業主が負担する。 

 

（残余財産の分配） 

第２４条 本制度の残余財産は、清算人が、その終了した日において事業主が給付の支

給に関する義務を負っていた者（以下「終了制度受給権者」という。）に分配する。 

２ 前項の規定により残余財産を分配する場合において、各終了制度受給権者に分配す

る額は、残余財産の額に第１号に掲げる額を第２号に掲げる額で除して得た率を乗じ

て得た額とする。  

(1) 各終了制度受給権者に係る本制度が終了した日を事業年度の末日とみなして算定
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した最低積立基準額（次号において「終了日の最低積立基準額」という。） 

(2) 各終了制度受給権者に係る終了日の最低積立基準額の総額 

３ 第１項の規定により残余財産を分配する場合においては、終了制度受給権者にその

全額を支払うものとし、当該残余財産を事業主に引き渡してはならない。 

 

（連合会への残余財産の移換） 

第２５条 終了制度受給権者（本制度が終了した日において事業主が老齢給付金の支給

に関する義務を負っていた者に限る。以下この条において同じ。）は、清算人に、残余

財産（前条第１項の規定により各終了制度受給権者に分配される残余財産をいう。以

下この条において同じ。）の企業年金連合会（法第９１条の２第１項に規定する企業年

金連合会をいう。以下「連合会」という。）への移換を申し出ることができる。 

２ 前項の申出があったときは、本制度の資産管理運用機関は、連合会に当該申出に係

る残余財産を移換する。 

３ 連合会が前項の規定により残余財産の移換を受けたときは、前条第１項の規定の適

用については、当該残余財産は、当該終了制度受給権者に分配されたものとみなす。 
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第６章 雑則 

 

（業務の委託） 

第２６条 事業主は、みずほ信託銀行株式会社に次の各号に掲げる業務を委託する。 

(1) 給付の支給に関する業務 

(2) 年金数理に関する業務 

(3) 受給権者の記録の管理に関する業務 

(4) その他前３号に付随する事務 

２ 事業主は、前項に規定する業務のほか、信託会社、生命保険会社その他の法人に、

年金資産及び年金債務の将来予測（運用の基本方針策定のために必要な年金資産分析

（リスク・リターン分析等）及び関連業務（最適資産構成に関する相談及び助言等）

を含む。）に関する事務を委託することができる。 

３ 事業主は、前２項に規定する業務のほか、信託会社、生命保険会社その他の法人に、

運用実績に係る統計の作成に関する事務を委託することができる。 

４ 事業主は、前３項に規定する業務のほか、連合会に、給付の支給を行うために必要

となる受給権者に関する情報の収集、整理又は分析に関する業務を委託することがで

きる。 

 

（事業年度） 

第２７条 本制度の事業年度は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（事業主の行為準則） 

第２８条 事業主は、法令、法令に基づいてする厚生労働大臣の処分及び規約を遵守し、

受給権者のため忠実にその業務を遂行しなければならない。 

２ 事業主は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 自己又は受給権者以外の第三者の利益を図る目的をもって、資産管理運用契約を

締結すること。  

(2) 積立金の運用に関し特定の方法を指図すること。 

(3) 特別な利益の提供を受けて契約を締結すること。 

 

（業務概況の周知） 

第２９条 事業主は、本制度の業務の概況について、毎事業年度１回以上、当該時点に

おける次の各号に掲げる事項（第２号から第６号までに掲げる事項にあっては、当該

時点における直近の概況。以下この条において「周知事項」という。）を受給権者にで

きる限り周知させるよう努める。 

(1) 給付の種類ごとの標準的な給付の額及び給付の設計 

(2) 給付の種類ごとの受給権者の数 

(3) 給付の種類ごとの給付の支給額その他給付の支給の概況 

(4) 事業主が資産管理運用機関等に納付した掛金の額、納付時期その他掛金の納付の

概況 

(5) 積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額との比較その他積立金の積立て
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の概況 

(6) 積立金の運用収益又は運用損失及び資産の構成割合その他積立金の運用の概況 

(7) 基本方針の概要 

(8) その他本制度の事業に係る重要事項 

２ 周知事項を受給権者に周知させる場合には、次の各号のいずれかの方法によるもの

とする。 

(1) 常時各実施事業所の見やすい場所に掲示する方法 

(2) 書面を受給権者に交付する方法 

(3) その他周知が確実に行われる方法 

 

（届出） 

第３０条 受給権者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定に

よる死亡の届出義務者は、３０日以内に、その旨を事業主に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による死亡の届出は、届書に受給権者の死亡を証する書類を添付して、

事業主に提出することによって行う。 

３ 年金給付の受給権者は、毎年１回生存に関する届書を事業主に提出しなければなら

ない。ただし、事業主の委託を受けた連合会が住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号）第３０条の９の規定により年金給付の受給権者に係る機構保存本人確認情報（同

条に規定する機構保存本人確認情報をいう。）の提供を受けた場合であって、事業主に

より、生存の事実が確認された者は、この限りでない。 

 

（報告書の提出） 

第３１条 事業主は、毎事業年度終了後４月以内に、事業報告書及び決算に関する報告

書を作成し、地方厚生（支）局長に提出しなければならない。 

２ 前項の事業報告書には、次の各号に掲げる事項を記載する。 

(1) 給付の種類ごとの受給権者に関する事項 

(2) 給付の支給状況及び掛金の拠出状況に関する事項 

(3) 積立金の運用に関する事項 

３ 第１項の決算に関する報告書は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 貸借対照表 

(2) 損益計算書 

(3) 積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較並び

に積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類 

４ 事業主は、第１項の書類を実施事業所に備え付けて置かなければならない。 

５ 受給権者は、事業主に対し、前項の書類の閲覧を請求することができる。この場合

において、事業主は、正当な理由がある場合を除き、これを拒んではならない。 

 

（年金数理関係書類の年金数理人による確認） 

第３２条 事業主が厚生労働大臣（規則第１２１条の規定に基づき厚生労働大臣の権限が

地方厚生（支）局長に委任されている場合にあっては、地方厚生（支）局長）に提出す

る規則第１１６条第１項各号に掲げる年金数理に関する業務に係る書類は、当該書類が
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適正な年金数理に基づいて作成されていることを年金数理人が確認し、署名押印したも

のでなければならない。 

 

（実施事業所の減少に係る掛金の一括拠出） 

第３３条 本制度の実施事業所が減少する場合において、当該減少に伴い他の実施事業

所の事業主の掛金が増加することとなるときは、当該減少に係る実施事業所（以下こ

の条において「減少実施事業所」という。）の事業主は、当該増加する額に相当する額

として次の各号に掲げる額を合算した額を、掛金として一括して拠出しなければなら

ない。 

(1) 減少実施事業所が減少しないとしたならば減少実施事業所の事業主が拠出するこ

ととなる特別掛金の額の予想額の現価 

(2) 減少実施事業所が減少する日の直前の事業年度の末日（当該減少する日が直前の

事業年度の末日から起算して４月を経過する日までの間にある場合にあっては、当

該直前の事業年度の前事業年度の末日。）における本制度の繰越不足金（規則第１１

２条第２項の規定により当該事業年度に繰り越された不足金をいう。以下同じ。）の

額に前号の特別掛金の予想額の現価をこの本制度の特別掛金の予想額の現価で除し

て得た率を乗じて得た額 

２ 前項の掛金は、減少実施事業所の事業主が全額を負担する。 

 

（分割時又は権利義務移転時の資産分割） 

第３４条 事業主が、次の各号に掲げる分割又は権利義務の移転（以下この条において

「権利義務移転等」という。）のいずれかを行う場合にあっては、本制度の資産管理運

用機関は、本制度の積立金の額のうち、当該権利義務移転等を行う実施事業所に係る

者の積立金の額を移換するものとする。 

(1) 法第７５条第１項に規定する規約型企業年金の分割 

(2) 法第７９条第１項に規定する他の確定給付企業年金への権利義務移転（同条同項

の政令で定める場合を除く。） 

(3) 公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正

する法律（平成２５年法律第６３号。以下「平成２５年改正法」という。）附則第５

条第１項第２号の規定によりなお効力を有するものとされた、同法第２条の規定に

よる改正前の法第１０７条第１項に規定する存続厚生年金基金への権利義務移転

（同条同項の政令で定める場合を除く。） 

２ 前項の権利義務移転等を行う実施事業所に係る者の積立金の額は、規則第８７条の

２第１項第１号による方法により算定される額とする。 

３ 前項の額は、権利義務移転等を行う日の前日における積立金の額に、第１号に掲げ

る額を第２号に掲げる額で除して得た率を乗じて得た額とする。 

(1) 権利義務移転等を行う日の前日、直近の財政計算の計算基準日、その前の財政計

算の計算基準日又は権利義務移転等を行う日の属する事業年度の前事業年度の末日

のうち、権利義務移転等を行うときに事業主が選択したいずれかの日（以下この条

において「基準日」という。）における、権利義務移転等を行う実施事業所に係る者

の移換額算定基礎額（規則第８７条の２第１項第１号イからニのうち、権利義務移
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転等を行うときに事業主が選択したいずれかの額をいう。以下この条において同

じ。） 

(2) 基準日における、本制度の移換額算定基礎額 

 

（事務の取扱い） 

第３５条 本制度の実施事業所の事業主が行うべき本制度に係る事務のうち、次の各号

に掲げるものについては、株式会社博報堂の事業主が取り扱うものとする。 

(1) 資産管理運用機関及び業務の委託会社との間の各種事務手続についての取りまと

め 

(2) 資産管理運用機関及び業務の委託会社からの報告事項について報告を受けること。 

(3) 厚生労働大臣又は地方厚生（支）局長への承認の申請及び届出の取りまとめ 

２ 株式会社博報堂の事業主は、前項各号に規定する業務を行った場合は、他の事業主

にその旨及びその内容を通知するものとする。 

 

（法令等の適用） 

第３６条 この規約に特別の定めがあるもののほか、本制度に係る業務の執行に関し必

要な事項は、法、令、規則その他関係法令及び厚生労働省が発出する通知に定めると

ころによる。 
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  附 則 

 

 

（施行期日） 

第１条 この規約は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 

（博報堂企業年金基金からの給付の支給に関する権利義務の承継） 

第２条 事業主は、厚生労働大臣の承認を受けて、施行日の前日において当該事業主が

加入していた博報堂企業年金基金（関基第０００４０４号。以下「旧基金」という。）

の給付の支給に関する権利義務を、施行日に、承継する。 

２ 前項の規定により事業主が権利義務を承継したときは、本制度の資産管理運用機関

は、平成３０年８月３１日までに、旧基金より積立金の移換を受ける。 

３ 第１項の規定により事業主が権利義務を承継したときは、施行日の前日において旧

基金の制度に係る受給権を有する者は、支給に関する権利義務が承継された給付につ

いて本制度の受給権者となり、その給付の内容（当該受給権者が死亡したときの遺族

給付金の給付の内容及び当該受給権者のうち、脱退一時金の受給権者である者が老齢

給付金の受給権者となったときの老齢給付金の給付の内容を含む。）については、なお

従前の例による。ただし、旧基金の規約中「基金」とあるのは「本制度の事業主」と

読み替えて旧基金の規約を適用するものとする。 

 

（財政再計算に関する経過措置） 

第３条 第７条第１項の規定にかかわらず、本制度の最初の財政再計算は、平成３４年

３月末日を計算基準日（規則第４９条第３号に規定する計算基準日をいう。）として行

うものとする。 

 

（非継続基準の財政検証に関する経過措置） 

第４条  当分の間、各事業年度の決算において、第１０条第１項に該当した場合に当該

決算の翌々事業年度から拠出する特例掛金の額は、同項の規定にかかわらず、確定給

付企業年金法施行規則の一部を改正する省令（平成２４年１月３１日付厚生労働省令

第１３号）附則第４条の規定により計算される額とする。 

 

（連合会に関する経過措置） 

第５条 第２５条に規定する連合会は、平成２５年改正法附則第７０条に規定する連合

会の成立までの間、同法附則第３条第１３号に規定する存続連合会とする。 
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運用管理規程（案） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、博報堂確定給付企業年金（別表第１に掲げる厚生年金適用事業所の

事業主が実施する確定給付企業年金をいう。）の積立金の管理及び運用に関する契約の

締結に関し、博報堂確定給付企業年金規約（以下「規約」という。）第１３条第１項各

号に掲げる事項を定め、適切な資産の管理及び運用に資することを目的とする。 

 

（資産管理運用機関の掛金の払込及び給付費等の負担の割合） 

第２条 資産管理運用機関（規約第１１条第１項の規定により締結した契約の相手方をい

う。）の掛金の払込及び給付費等の負担の割合は、別表第２に掲げる割合とする。 

 

（規程の変更） 

第３条 前条に規定する事項の変更は、実施事業所に使用される厚生年金保険の被保険者

の過半数で組織する労働組合があるときは当該労働組合、当該厚生年金保険の被保険者

の過半数で組織する労働組合がないときは当該厚生年金保険の被保険者の過半数を代

表する者（以下「労働組合等」という。）の同意を得て、事業主が行う。 

 

（資産の額の変更） 

第４条 資産管理運用契約（規約第１９条に規定する資産管理運用契約をいう。）に関し

て、第２条に規定する掛金の払込又は給付費等の負担の割合の変更以外の事由による当

該契約に係る資産の額の変更は、労働組合等の同意を得て、事業主が行う。 

 

（規程等の変更の特例） 

第５条 前２条の変更は、積立金の安全かつ効率的な運用のために臨時急施を要する場合

には、これらの規定にかかわらず、事業主は、労働組合等の同意を得ずに、当該変更を

することができる。 

２ 事業主は前項の規定による変更をしたときは、速やかに、労働組合等に報告し、その

同意を得なければならない。 

 

 

附 則 

 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
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別表第１ 事業主の名称 

事業主の名称 

株式会社博報堂  
博報堂健康保険組合  
株式会社博報堂ＤＹトータルサポート  
株式会社博報堂プロダクツ  
株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ  
博報堂企業年金基金  

 

別表第２ 掛金の払込割合及び給付費等の負担割合 

資産管理運用機関の名称 

掛金の 

払込割合 

（パーセント） 

給付費等の 

負担割合 

（パーセント） 

金融商品取引業者の名称 

    

◎ みずほ信託銀行株式会社 １００ １００  

    

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社 

０ ０  

    

○日本生命保険相互会社 ０ ０  

    

第一生命保険株式会社 ０ ０  

    

住友生命保険相互会社 ０ ０  

    

明治安田生命保険相互会社 ０ ０  

    

みずほ信託銀行株式会社 ０ ０ ＪＰモルガン・アセット・

マネジメント株式会社 

    

みずほ信託銀行株式会社 ０ ０ アセットマネジメントＯ

ｎｅ株式会社 

    

みずほ信託銀行株式会社 ０ ０ ニッセイ アセット マネ

ジメント株式会社 

    

合  計 １００ １００  
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※１ 制度全体の取りまとめ及び規約第１１条第１項各号に掲げる契約ごとの取りまと

めを行う資産管理運用機関に◎印を付している。 

※２ 規約第１１条第１項各号に掲げる契約ごとの取りまとめを行う資産管理運用機関

に○印を付している。 


